























































ことがある。例えば 1952 年には（常時的従業員 5 人以上の）中小企業における経営参加・共同決定
を定めた“旧・事業所組織法”（Betriebsverfassungsgesetz）が公布されており，1976 年には（常時的

















ここで“4.0 経営・管理”とは，18 世紀後半に始まるいわゆる第 1 次産業革命に対し，その




理文化を必要とする」（Arbeit 4.0 erfordert eine Führungskultur 4.0）としている。すなわち，以下の所









論争的なもの（sehr viel kontroverser）であった」（Badura, 2017c, S.2）と特徴づけている。
例えば 2014 年のブリンヨルフソン／マッカフィーの論著（Brynjolfsson, E. and McAfee, A., 2014）では，
今日の土台的普遍的技術（Basis- oder Universaltechnologie）はデジタル技術にあるとされ，それが労












になるからである（Goleman, 2013, zitiert in Badura, 2017c, S.3）。
故にバヅラによると，アメリカではインターネット依存性の進展により“国民の（心身的）健

























































ケ／ラムペ（Steinke, Mika und Lampe, David）によると，プレゼンティイズムという事態が，少なく
ともドイツで一般に知られ，論究されるようになったのは，2000 年代初頭のころからといわれ






































































































































































てシャイン（Schein, E. H.）が 2010 年に「経営・管理と文化とは“同一メダルの表裏二面”であ











































③　 ロベルト・コッホ研究所の報告書によると，心理的な病いが 12 か月以上続いている人は，
成人男性（18-79 歳）で約 22%，成人女性で約 33%。両性併せて恐怖神経症が 15.3%，単純抑
鬱症が 7.7%，アルコール依存症が 5.7% であった（zitiert aus Jacobi et al., 2014）。
④　 種々な資料によると，仕事でストレスを感じ，疲れ切った（ausgebrannt）という感じの人が
11健全なる社会資本に立脚した企業経営論の提起
全従業者の 30% 以上，情緒的に燃え尽きた（emotional erschöpft）という人は 25% 以上あると
いわれる。
⑤　 健 康 保 険 の 側 か ら み る と，保 険 給 付 金 が 激 増 し て い る。例 え ば そ の 専 門 委 員 会
（Sachverständigenrat zur Begutachtung der Entwicklung im Gesundheitswesen : SVR）によると，2015 年に
は 100 億ユーロに達している。
⑥　 ギャラップの雇用契約指数（engagement index）によると，2016 年，本来的雇用契約でなかっ
た人（eine nur geringe Bindung）は 84% に達していた。
⑦　 今後の生活の期待度をみると，アメリカ中央情報局（CIA）の資料によると，2016 年ドイツ
は世界中で 32 位になっている。




1984 年マスラック／ジャックソン（Maslach, C. and Jackson, S. E., 1984）では，燃え尽き症候群とは，
情 緒 的 な 消 耗（emotional exhaustion），人 間 性 喪 失 感（depersonalization），達 成 感 減 退（reduced 
accomplishment）の 3 者をいうと規定されている（zitiert in Ehresmann, 2017, S.154）。
この上にたってエーレスマンは，一方では，燃え尽き症候群の定義は確立していないとする
とともに，他方では，一般的には今日でも，実際にはマスラック／ジャックソンの定義が可と
され，上記の 3 者が作業関連的な燃え尽き症候群とされているとしている（Ehresmann, 2017, S.154）。
この上で，1990 年代にデンマークで行われた調査では“コペンハーゲン燃え尽き症候群一覧
表”（Copenhagen Burnout Inventory : CBI）が使われ，それで強弱を示すようにされている例があるこ
とを紹介している（Ehresmann, 2017, S.157-158）。それは次の 6 項目について強弱を付けて答えてもらう
ものである。①「疲れ（müde）を感じるのはどの程度ありますか」，②「身体的消耗感（körperlich 
erschöpft）を感じるのはどの程度ありますか」，③「精神的な（emotional）消耗感を感じるのはどの
程度ありますか」，④「“自分はもう動けない”（ich kann nicht mehr）と感じるのはどの程度ありま
すか」，⑤「“自分はもう終わりだ”（ausgelaugt）と感じるのはどの程度ありますか」，⑥「“自分
はもう弱まった，病気だ”（schwach und krankheitsanfällig）と感じるのはどの程度ありますか」。



























































































（betriebliche Krankheitskosten）の支出割合は，欠勤者用が 16% であったのに対し，出勤者用（プレゼ
ンティイズム用）は 84% であった。また，バーセ（Baase, C. M.）がダウケミカル社の就業者 12,397 名
について試みたものがあるが，それによると就業者一人あたりの 1 年間平均の疾病用費用は，
欠勤者用＝661US ドル，出勤者用＝6,771US ドル，関係医療機関支出＝2,278US ドルであった







ちなみに，ドイツ職員健康保険組合（Deutsche Angestellten-Krankenkasse : DAK）の調査によると，
2015 年，“疾病状態にあることを知りつつ出勤したこと”がある者は，調査回答中，男性で 57%，
















































































ていることも事実である。例えば 2019 年，オランダ，ブレダ大学のぺータース（Peeters, P.）ら
は，企業の社会的責任（corporate social responsibility : CSR）は法律等により強制されるものではない
から，その実践のいかんは，企業の道徳的倫理的精神（moral and ethical mindset）のいかんに依存
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Characterizing Business Administration Theory Based on Social Capital:  
Focusing on Digitalization, Presenteeism, and Participation
Shoichi OHASHI
Abstract
This study examines business administration theory based on social capital, which is 
essentially normative and thus usually neglected as a true discipline. This study argues that 
a normative theory is not always neglected because of the economic situations prevailing 
in today’s capitalist economy.
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